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平成22年度　施政方針・予算

●
農
林
水
産
業
費　

３
億
３
５
９
１
万
円

（
町
民
一
人
当
た
り　

２
万
１
２
０
５
円

　

前
年
度
比
▲
３
・
８
％
）

農
山
漁
村
地
域
力
発
掘
支
援
事
業　

２
０
０
万
円

創
意
工
夫
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支
援
事
業
９
７
２
万
円

た
め
池
等
整
備
事
業　
　
　
　
　
　

３
８
３
万
円

農
業
集
落
排
水
特
別
会
計
繰
出
金
７
４
６
４
万
円

農
村
災
害
対
策
整
備
事
業
（
鮎
貝
排
水
機
場
調
査
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

４
１
０
万
円

土
地
改
良
区
統
合
整
備
事
業　
　
　

２
４
２
万
円

萩
野
地
区
農
地
環
境
整
備
事
業
（
ほ
場
整
備
調
査
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

９
４
２
万
円

農
業
用
河
川
工
作
物
応
急
対
策
事
業

（
諏
訪
堰
頭
首
工
整
備
）　
　
　
　
　

１
７
４
万
円

地
域
農
業
活
性
化
セ
ン
タ
ー
推
進
事
業
３
５
０
万
円

農
山
漁
村
活
性
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支
援
事
業

（
遊
休
農
地
対
策
）　
　
　
　
　
　
　

３
３
５
万
円

森
林
環
境
保
全
整
備
事
業
（
白
鷹
東
部
線
）　

８
６
０
万
円

●
商
工
費　
　
　
　
２
億　

１
６
０
万
円

（
町
民
一
人
当
た
り　

１
万
２
７
２
７
円

　

前
年
度
比
11
・
７
％
）

観
光
４
シ
ー
ズ
ン
化
推
進
事
業　

１
１
６
９
万
円

観
光
交
流
推
進
事
業　
　
　
　
　
　

３
３
５
万
円

最
上
川
広
域
観
光
推
進
事
業　
　
　
　

６
０
万
円

地
域
人
材
育
成
事
業
（
簗
師
育
成
）
２
８
４
万
円

第
三
セ
ク
タ
ー
経
営
改
革
支
援
事
業　

３
０
万
円

商
業
活
性
化
促
進
事
業
（
プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３
０
０
万
円

住
宅
需
要
拡
大
促
進
事
業　
　
　

１
０
０
０
万
円

空
き
店
舗
利
用
促
進
対
策
事
業　
　

２
１
０
万
円

農
工
商
連
携
推
進
事
業

（
白
鷹
産
業
フ
ェ
ア
２
０
１
０
開
催
補
助
）　

１
２
０
万
円

白
鷹
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
設
置
事
業
４
２
４
万
円

中
小
企
業
緊
急
金
融
対
策
事
業　
　

６
８
０
万
円

●
土
木
費　
　
　

７
億
５
６
８
３
万
円

（
町
民
一
人
当
た
り　

４
万
７
７
７
７
円

　

前
年
度
比
▲
33
・
７
％
）

除
雪
事
業　
　
　
　
　
　
　
　
　

８
９
４
７
万
円

除
雪
機
整
備
事
業　
　
　
　
　
　
　

４
８
０
万
円

道
路
維
持
補
修
事
業　
　
　
　
　

３
０
９
０
万
円

道
路
橋
梁
新
設
改
良
事
業　

１
億
８
３
７
０
万
円

下
水
道
特
別
会
計
繰
出
金　

３
億
７
７
１
８
万
円

●
消
防
費　
　
　
　
３
億
４
６
０
０
万
円

（
町
民
一
人
当
た
り　

２
万
１
８
４
２
円

　

前
年
度
比
11
・
８
％
）

西
置
賜
行
政
組
合
負
担
金　

２
億
５
９
７
７
万
円

消
防
ポ
ン
プ
自
動
車
購
入
事
業
（
第
一
分
団
）　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１
８
１
９
万
円

防
火
水
槽
新
設
事
業　
　
　
　
　

１
６
３
５
万
円

小
型
動
力
ポ
ン
プ
導
入
事
業　
　
　

５
１
０
万
円

●
教
育
費　
　
　
　
６
億　

８
５
０
万
円

（
町
民
一
人
当
た
り　

３
万
８
４
１
３
円

　

前
年
度
比
▲
２
・
２
％
）

荒
砥
高
等
学
校
新
入
生
応
援
事
業　

５
０
０
万
円

地
域
学
校
安
全
指
導
員
配
置
事
業　
　

２
８
万
円

ス
ク
ー
ル
バ
ス
運
行
管
理
等
事
業
３
７
９
７
万
円

小
中
学
校
耐
震
診
断
事
業　
　
　

１
０
２
８
万
円

学
校
支
援
地
域
本
部
事
業　
　
　
　

２
２
３
万
円

文
化
交
流
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業　

３
０
０
８
万
円

総
合
型
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
育
成
支
援
事
業　

２
４
１
万
円

学
校
給
食
共
同
調
理
場
施
設
整
備
事
業　

１
４
６
３
万
円

●
公
債
費　
　
　

13
億
１
４
８
９
万
円

（
町
民
一
人
当
た
り　

８
万
３
０
０
５
円

　

前
年
度
比
▲
８
・
７
％
）

●
そ
の
他　
　
　

１
億
４
０
４
２
万
円

（
町
民
一
人
当
た
り　

８
８
６
５
円

　

前
年
度
比
▲
６
・
２
％
）

議
会
費　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

８
７
９
８
万
円

労
働
費　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３
２
２
１
万
円

災
害
復
旧
費　
　
　
　
　
　
　
　

１
８
５
３
万
円

諸
支
出
金　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

７
０
万
円

予
備
費　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１
０
０
万
円

ま
す
。

○
今
年
が
「
国
民
読
書
年
」
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
中
央
公
民
館
の

大
規
模
改
修
に
あ
わ
せ
町
民
が
利
用
し
や
す
い
図
書
館
の
整
備
の
あ
り

方
に
つ
い
て
検
討
を
進
め
ま
す
。

４
．
町
民
と
の
『
共
創
』
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り

　

各
施
策
を
進
め
る
に
あ
た
っ
て
は
、
町
民
の
皆
さ
ま
と
と
も
に
創
り

上
げ
る
「
共
創
の
ま
ち
づ
く
り
」
を
基
本
に
、
特
に
第
５
次
総
合
計
画

の
策
定
に
あ
た
っ
て
は
、
ア
ン
ケ
ー
ト
や
座
談
会
の
ご
意
見
を
踏
ま
え
、

計
画
策
定
町
民
会
議
や
庁
内
の
検
討
組
織
で
十
分
議
論
を
深
め
、
策
定

し
ま
す
。

　

ま
た
、
人
口
減
、
高
齢
化
な
ど
に
よ
り
集
落
機
能
の
低
下
が
深
刻
化

し
て
き
て
い
る
地
域
も
見
受
け
ら
れ
、
そ
の
対
策
と
し
て
集
落
支
援
員

の
配
置
を
は
じ
め
と
し
た
集
落
対
策
事
業
に
取
り
組
み
ま
す
。

５
．
新
た
な
視
点
に
よ
る
行
財
政
改
革
の
推
進

　

町
民
ニ
ー
ズ
の
多
様
化
と
新
た
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
展
開
、
さ
ら
に

広
域
行
政
に
お
け
る
対
応
な
ど
行
政
を
取
り
巻
く
環
境
は
日
々
変
化
し

て
お
り
、
引
き
続
き
、
行
財
政
運
営
の
効
率
化
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま

す
。

　

特
に
、
行
財
政
改
革
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
は
、
第
４
次
行
財
政
改

革
大
綱
に
基
づ
き
、
新
た
な
形
態
に
よ
る
公
共
サ
ー
ビ
ス
提
供
や
産
業

間
の
連
携
に
よ
る
地
域
経
済
の
循
環
シ
ス
テ
ム
化
に
取
り
組
み
ま
す
。

地
方
財
政
の
状
況

　

国
の
地
方
財
政
対
策
は
、
個
人
所
得
の
大
幅
な
減
少
や
企
業
収
益
の

急
激
な
悪
化
等
に
よ
り
、
地
方
税
収
入
や
国
税
収
入
が
大
幅
に
減
少
す

る
ほ
か
、
公
債
費
や
社
会
保
障
関
係
経
費
の
増
な
ど
に
よ
り
、
過
去
最

大
の
財
源
不
足
が
生
じ
る
と
い
う
厳
し
い
見
込
み
の
中
に
お
い
て
、
新

政
権
に
よ
る
「
地
域
主
権
改
革
」
の
第
一
歩
と
し
て
、
地
方
の
自
主
財

源
の
充
実
・
強
化
を
図
る
た
め
、
地
方
交
付
税
及
び
一
般
財
源
総
額
の

増
額
確
保
が
図
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

本
町
の
財
政
状
況
は
、
町
内
の
景
気
動
向
が
依
然
厳
し
い
状
況
に
あ

り
、
税
収
等
の
伸
び
が
期
待
で
き
な
い
中
で
、
公
債
費
の
高
止
ま
り
や

社
会
保
障
関
係
経
費
の
増
加
な
ど
、
硬
直
化
が
続
い
て
い
る
状
況
に
あ

り
ま
す
が
、
人
件
費
や
経
常
的
経
費
の
削
減
な
ど
、
こ
れ
ま
で
の
行
財

政
改
革
の
推
進
に
よ
り
改
善
の
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　

特
に
、
公
債
費
関
連
指
標
は
、
平
成
20
年
度
決
算
に
お
け
る
実
質
公

債
費
比
率
が
21
・
１
％
と
、
地
方
債
の
許
可
団
体
と
な
る
基
準
の
18
％

を
超
え
て
い
る
も
の
の
、
平
成
22
年
度
の
公
債
費
も
約
１
億
２
，
５
０

０
万
円
の
減
額
と
な
る
こ
と
か
ら
、
平
成
22
年
度
末
に
お
い
て
は
18
％

を
下
回
る
見
込
み
で
す
。
ま
た
、
ピ
ー
ク
時
に
は
１
３
４
億
円
台
だ
っ

た
起
債
残
高
も
平
成
22
年
度
末
で
79
億
円
弱
に
減
少
す
る
見
込
み
で
す
。

　

こ
の
よ
う
な
中
で
、
平
成
22
年
度
は
、
第
４
次
行
財
政
改
革
大
綱
に

よ
り
、
引
き
続
き
行
財
政
改
革
を
推
進
し
、
持
続
可
能
で
健
全
な
財
政

運
営
の
確
保
に
努
め
な
が
ら
、
諸
課
題
に
対
し
て
積
極
的
に
対
応
す
る

行
財
政
運
営
を
行
い
ま
す
。

予
算
編
成
の
基
本
方
針

　

平
成
22
年
度
予
算
は
、
地
方
財
政
対
策
や
国
県
の
予
算
編
成
の
動
向

等
を
踏
ま
え
た
上
で
、
引
き
続
き
行
財
政
改
革
を
着
実
に
進
め
な
が

ら
、
第
４
次
の
総
合
計
画
の
総
仕
上
げ
か
ら
第
５
次
の
総
合
計
画
へ
の

継
承
に
向
け
て
、「
町
民
と
と
も
に
創
り
上
げ
る
『
共
創
』
の
ま
ち
づ
く

り
」
を
ま
ち
づ
く
り
の
理
念
と
し
、「
安
心
で
住
み
よ
い
ま
ち
づ
く
り
」、

「
活
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
」、「
未
来
を
担
う
人
づ
く
り
」
の
基
本
施
策

を
、
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
や
地
域
づ
く
り
活
動
な
ど
と
連
動
さ
せ
な
が

ら
着
実
に
進
め
る
観
点
か
ら
編
成
し
ま
し
た
。
そ
の
中
で
も
特
に
、
次

代
を
担
う
子
ど
も
た
ち
の
育
成
、
子
育
て
支
援
の
充
実
と
、
現
在
の
経

済
不
況
化
に
お
け
る
働
く
場
所
の
確
保
と
景
気
対
策
に
重
点
を
置
き
、

積
極
的
に
対
応
し
ま
し
た
。

　

こ
の
結
果
、
平
成
22
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算
額
は
、
68
億
３
８

０
０
万
円
と
な
り
、
前
年
度
に
対
し
２
億
４
２
０
０
万
円
、
３
・
４
％

の
減
少
と
な
っ
た
も
の
で
す
。

　

主
な
内
容
は
、
し
ら
た
か
元
気
っ
子
事
業
を
は
じ
め
と
す
る
出
産
・

子
育
て
支
援
策
や
、
雇
用
・
景
気
対
策
と
し
て
の
各
種
事
業
等
に
積
極

的
に
対
応
し
た
も
の
の
、
鮎
貝
ま
ち
づ
く
り
事
業
や
ス
ク
ー
ル
バ
ス
導

入
事
業
の
終
了
な
ど
に
よ
る
投
資
的
経
費
や
、
人
件
費
及
び
公
債
費
の

減
少
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
当
初
予
算
と
の
比
較
で
減
少
と
な
り
ま
し

た
。


